
糖価調整制度の持続的な運営を図るための取組について
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○糖価調整制度は、最終製品である精製糖の海外からの流入を高い水準の国境措置を通じて阻止する中で、沖縄・鹿児島・北海道
の甘味資源作物や、これを原料とする国内産糖の製造事業、更に国内産糖と輸入粗糖を原料とする精製糖製造事業が成り立つ
ようにすることで、砂糖の安定供給を確保していく仕組み。

○具体的には、

①輸入精製糖には高い水準の関税・調整金を課す。このため、ほとんど輸入されない。

②（独）農畜産業振興機構（ＡＬＩＣ）は、粗糖を輸入する精製糖企業から調整金を徴収。これにより、輸入粗糖の価格が引き

上げ。

③ＡＬＩＣは、甘味資源作物生産者・国内産糖製造事業者に対し、交付金を交付。これにより、国内産糖の価格が引き下げ。

④価格が引き上げられた輸入粗糖と引き下げられた国内産糖を原料として、精製糖企業は国内で精製糖を製造し、消費者に供給。

輸入精製糖、輸入粗糖、国内産糖の価格差の概念図
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種苗費、機械費、肥料費、薬剤
費、委託作業料、労働費 等

＝
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国内の生産者・製造事業者交付金国内の生産者・製造事業者交付金

現行

153,200円／製品トン

燃料費、建物・機械設備費、
補助材料費、人件費 等

○輸入糖から徴収される調整金については、調整基準価格と平均輸入価格の差に調整率を乗じて単価を決定。

○調整基準価格は、砂糖の内外価格差調整の基準となる指標であり、輸入糖の価格がその価格を下回った場合にはじめて価
格調整の仕組みが発動される。その水準は、特に効率的に製造された場合の国内産糖の製造コスト、すなわち効率的な原料
生産の生産費と効率的な工場での砂糖の製造経費の合計額を基礎として算定。

○平均輸入価格は、４半期ごとに、ニューヨーク取引所の平均価格等を基準として決定。また、調整率は、当年の砂糖の推定総
供給数量に占める当年の国内産糖の推定供給数量の割合を限度として決定。

○なお、生産者と国内産糖製造事業者に対しては、標準的な国内産糖の製造コストと国内産糖の販売価格の差額が交
付金として交付されているが、この場合、
① 特に効率的なコスト（調整基準価格）と販売価格の差額分は調整金で、
② 標準的なコストと特に効率的なコストの差額分は国費で賄う仕組み。

２ 調整金の徴収

２



３ ＡＬＩＣ砂糖勘定の状況

〇 砂糖の調整金収支の推移 ○ 砂糖調整金の期末残高推移

〇糖価調整制度の砂糖勘定については、令和元砂糖年度以降、調整金収支が急激に悪化。

〇関係者による収支改善の取組を進めているものの、国際糖価の高騰や円安の影響等により、令和５砂糖年度におけ
る単年度収支は▲約74億円の赤字、累積赤字（期末残高）は前砂糖年度より更に拡大し▲約640億円となる見込み。

（単位：億円）

収
入

支
出

（単位：億円）

注1）砂糖年度（ＳＹ）とは、毎年10月1日～翌年9月末までの期間をいう。
注2）四捨五入の関係で前年度期末残高と単年度収支の合計額が期末残高と一致しない場合がある。
注3）単年度収支には、糖価調整緊急対策交付金の充当分を含まない。
注4）19砂糖年度以降の各年度については、当該年度のてん菜に係る国庫納付の確定額を反映。

資料：地域作物課調べ ３
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４ 持続的なてん菜生産に向けた今後の対応について

〇砂糖の消費量が減少する中、てん菜糖業の在庫量が増大し、厳しい経営状況にあるとともに、てん菜生産を支える糖価調整制度
の調整金収支についても累積赤字が増大。

〇このような状況が続けば、持続的なてん菜生産が困難となるおそれがあるため、令和８砂糖年度にてん菜糖の国内産糖交付金の
交付対象数量を55万トンとするとともに、てん菜から加工用ばれいしょや豆類など需要のある作物への転換、てん菜糖業の過剰在
庫の解消に向けた需要拡大等の取組を推進。

〇このような中、令和５砂糖年度におけるてん菜の作付面積は、指標面積を下回る51,081ha。 なお、作柄は生育期間中の気温が総
じて平年より高く推移したことにより、単収は平年並となる一方、褐斑病の多発により糖度は糖分取引移行後の最低水準となった。

〇また、令和６年産においても、作付面積は、既に令和８砂糖年度の指標面積を下回る4.9万ha程度の見込み。

１ 令和８砂糖年度における交付対象数量は、55万トン（産糖量ベース）と
し、令和５砂糖年度から令和７砂糖年度までについては、別紙の交付対象
数量とする。
ただし、令和７砂糖年度までにおいて、てん菜の作付面積が、指標面積

（当該砂糖年度の交付対象数量を生産するために必要となる標準的なてん
菜の作付面積として定める別紙の指標面積をいう。）を下回る場合には、
当該砂糖年度の交付対象数量は特例数量とする。なお、令和８砂糖年度に
おける特例数量については、今後検討する。

２ てん菜糖の過剰在庫については、てん菜生産にとって車の両輪であるて
ん菜糖業の経営に著しく支障をきたしていることから、持続的なてん菜生
産を図るためにも、輸入加糖調製品からの置換えの促進など、てん菜糖の
需要拡大対策を講ずるものとする。
また、てん菜糖業の持続的な経営のため、原料てん菜の集荷の効率化や、

てん菜糖の流通の合理化等について、引き続き関係者と検討を行うものと
する。

３ てん菜から転換する加工用ばれいしょや豆類を始めとした需要のある作
物については、生産者が意欲を持って転換に取り組めるよう、必要な支援
を講ずるものとする。
また、産地において、指標面積に応じたてん菜の作付の促進が図られる

よう、てん菜の生産コストの削減等に必要な支援を講ずるものとする。

４ 糖価調整制度の持続的な運営を図るため、毎年度、調整金収支の状況や
砂糖需給の動向をはじめ、てん菜の生産状況、てん菜糖業の経営状況等を
踏まえ、食料・農業・農村政策審議会甘味資源部会において、令和８砂糖
年度までの交付対象数量及び指標面積について検証を行うものとする。ま
た、当該検証結果を踏まえ、必要と認める場合には、関係者との協議の上、
所要の措置を講ずるものとする。

持続的なてん菜生産に向けた今後の対応について（令和４年12月決定） 令和８砂糖年度までのてん菜糖交付対象数量

44.8
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５ てん菜糖の交付対象数量及び指標面積についての検証

〇 砂糖の消費量が減少する中で、てん菜糖業の在庫量が増⼤し、厳しい経営状況にあるとともに、糖価調整制度の砂糖勘定の収⽀につい
ても累積⾚字が増⼤しており、このような状況が続けば、持続的なてん菜の⽣産等が困難になるおそれがあることを踏まえ、「持続的な
てん菜⽣産に向けた今後の対応について」を決定。

「持続的なてん菜⽣産に向けた今後の対応について」

【調整⾦収⽀の状況】
・歴史的な国際糖価の⾼騰や円安の影響等により、砂糖勘定の収⽀は引き続き悪化。
※ Ｒ５ＳＹの単年度収⽀▲74億円、 累積⾚字▲640億円 （⾒込み）

【砂糖需給の動向】
・砂糖の消費量については、⼈流の増加に伴う経済活動の回復等により、緩やかに
回復したが、コロナ前のH30ＳＹと⽐較すると⼤きく減少している状況。

※H30SY︓183.5万ｔ Ｒ元SY︓172.1万ｔ R2SY︓171.0万ｔ R4SY︓174.8万ｔ R5SY︓175.6万ｔ（⾒込）

【てん菜の⽣産状況】
・Ｒ６年産のてん菜作付⾯積は、Ｒ５年産に⽐べ▲約2,000haの49,000ha程度と
なり、R６年産の指標⾯積52,500haを下回る⾒込み。

【てん菜糖業の経営状況】
・てん菜糖業の経営を圧迫していたてん菜糖の在庫量はＲ５ＳＹ期末には適正な
⽔準まで減少。

※ Ｒ５ＳＹのてん菜糖の期末在庫量⾒込み7.6万ｔ（適正在庫量8.5万ｔ）

現在の状況

〇 Ｒ６年産のてん菜の作付⾯積については指標⾯積を下回る⾒込みであり、てん菜糖業も在庫量の適正⽔準となっている。
〇 しかしながら、砂糖の消費量はコロナ前と⽐較し⼤きく減少している状況にあるとともに、持続的なてん菜⽣産等を⽀える
糖価調整制度の砂糖勘定の収⽀も累積⾚字が増⼤している。

〇 このため、引き続き、令和４年12⽉に決定した「持続的なてん菜⽣産に向けた今後の対応について」に沿って、
関係者の協⼒を得ながら、各取組事項に取り組んでいくことが必要。

今後の交付対象数量及び指標⾯積について

糖価調整制度の持続的な運営を図るため、
毎年度、
〇 調整⾦収⽀の状況
〇 砂糖需給の動向
〇 てん菜の⽣産状況
〇 てん菜糖業の経営状況
等を踏まえ、⾷料・農業・農村政策審議
会⽢味資源部会において、令和８砂糖年
度までの交付対象数量及び指標⾯積につ
いて検証

検証内容

５



○ 加糖調製品は、砂糖とソルビトール等を混合した調製品の輸入が自由化された平成２年以降、輸入量が大幅に増加し、砂糖
からの代替が進行。

○ このような中、ＣＰＴＰＰの発効（平成30年12月30日）に合わせて、加糖調製品を調整金の徴収対象に位置付け。これを財源と
して、輸入原料糖の調整金を軽減すること等を通じて、国内における砂糖の価格を引き下げ、砂糖の競争力強化を図っていると
ころ。

○ なお、調整金の徴収を開始した平成30砂糖年度以降は、甘味全体の需要量が減少する中で加糖調製品の需要量も減少する
一方で、この輸入価格の上昇と加糖調製品の暫定税率引下げによる調整金単価の拡大により、加糖調製品からの調整金収入
は増加。

○ 引き続き、加糖調製品の輸入状況等を踏まえつつ、ＣＰＴＰＰのステージング等に合わせた暫定税率の引下げを検討。

６ 加糖調製品からの調整金の徴収

○ 加糖調製品からの調整金収入の推移○ 甘味全体の需要量の推移

資料：農林水産省地域作物課作成
注：集計期間は当該年の７月から翌年６月

(単位：億円)
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1311964ココア調製品

14141174粉乳調製品

1514131414豆調製品

0.020.020.020.040.01
コーヒー
調製品

6054433840
その他
調製品

10294766562合計

資料：農林水産省「砂糖及び異性化糖の需給見通し」（R6.6月）
注１：加糖調製品は含糖率ベースの推計。 注２：その他は含蜜糖、工業用等。
注３：異性化糖とは、主にとうもろこし由来のコーンスターチを原料としたぶどう糖と果糖を混合した液糖。主に清涼飲料水の原料となる。

砂糖

異性化糖

加糖
調製品

その他
注２

H30年12月
調整金の徴収対象化

６

6  6  6  6  6  6  6  6  6  7  6  6  6  6  6  7  7  6  6  6  6  8  7  6  5  6  6  6  6  6  6  6  3  3  4 

257 
259 255 245 241 

241 
238 

232 
226 

225 
224 224 221 223 

217 
216 

210 
212 

214 
208 

204 
202 

197 
197 

195 
191 

192 
189 

186 
184 

172 
171 

175 
175 

176 

72  73  71 
67  74  73  73  74  74  76  76  74  76  77  79  80  79  80  82  78  80  81  81  83  81  79  82  83  83  82 

79  75  76  77  79 

7  8  11 
13  15  18  24  24  24  25  26  26  26  28  28  30  31  32  31  32  33  34  36  37  37  38  37  39  38  38 

37  34  35  31  27 

342 345 343 
332 336 338 

341 336 330 332 332 329 330 334 331 333 327 330 333 324 323 324 321 322 319 314 317 318 313 310 
293 286 289 286 285 

0

50

100

150

200

250

300

350

H元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R元 2 3 4 5

（万トン）

(SY)
（実績見込み）



○ 異性化糖の需要は、砂糖も含めた甘味全体の需要が減少傾向で推移する中で、やや増加から横ばいで推移。他方で、
調整金は平成23年以降発生していなかったところ。

○ このような中、砂糖と異性化糖の用途等の現状を踏まえ、令和６年４月から異性化糖の換算係数について見直しを実
施。

○ その結果、13年ぶりに調整金が発生しているところであり、引き続き適切に算定。

７ 異性化糖の調整金に係る運用見直し

７

調整金

平均供給価格
≧

異性化糖標準価格
↓

調整金発生せず

異性化糖標準価格
＞

平均供給価格
↓

調整金発生

換算係数の
見直しに
より上昇

＜運用見直し後＞

平均供給価格
（異性化糖の
販売価格）

異性化糖標準価格
（異性化糖ベース

に換算した
砂糖の販売価格）

砂糖の
販売価格

異性化糖の
用途の拡大を反映

○ 異性化糖調整金発生のイメージ

異性化糖
ベースへ
換算

＜運用見直し前＞



８ 砂糖勘定の収支改善に向けた取組

８

○ 国内の甘味資源作物生産の状況や砂糖をめぐる国内外の情勢を踏まえれば、今後とも、国民の食生活
に欠かすことのできない砂糖の安定供給を確保していくためには、国内の甘味資源作物生産や国内産糖
製造事業者を支える糖価調整制度を堅持する必要。

○ 近年の砂糖勘定の収支が大きく悪化した要因も踏まえつつ、制度関係者による収支改善に向けた取組
を進めることにより、糖価調整制度の持続的な運営を目指す必要。

改善策累積赤字の拡大要因

○ 「てん菜方針」の決定 （Ｒ４年12月）
（Ｒ８ＳＹに向けて国内産糖の交付対象数量を調整）

○ 加糖調製品からの調整金の徴収 （Ｈ30年12月）

○ 異性化糖調整金の運用見直し （Ｒ６年４月：調整金発生）

○ 持続的な制度運営とするための
適切な価格指標（指定糖調整率等）の設定

（随時）

○ 甘味資源作物及び砂糖の生産関係者による効率化の取組
（継続）

○ 長期的な砂糖消費量の減少

○ 堅調な国内産糖の生産

○ 新型コロナウイルスの影響による
砂糖消費量の急減

○ 歴史的な国際糖価の高騰・円安
による調整金単価の減少



９ ＡＬＩＣでん粉勘定の状況

〇 でん粉の調整金収支の推移 ○ でん粉の調整金の期末残高推移

〇でん粉調整金の収入は近年、概ね90億円で推移。

〇令和５でん粉年度のでん粉調整金の収支については、支出が令和４年でん粉年度と同程度見込まれる一方、とうも
ろこしの国際相場が下落したことで、でん粉調整金単価が上昇したことから、収入が増加する見込み。これらの結
果、収支はほぼ均衡する水準となる見通し。
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注1）でん粉年度（ＳＹ）とは、毎年10月1日～翌年9月末までの期間をいう。
注2）四捨五入の関係で前年度期末残高と単年度収支の合計額が期末残高と一致しない場合がある。
注3）19砂糖年度以降の各年度については、当該年度のばれいしょに係る国庫納付の確定額を反映。

期末残高単年度収支でん粉年度（SY）
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▲２▲１５（見込み）

資料：地域作物課調べ ９




